別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費

	事業名:　新ソフトピアジャパンセンタービル空調工事費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　　　　　　

商工労働部　情報産業課　ＩＴ拠点係　電話番号：058-272-1111（内3115）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp

	事業費


　要求額：　73,537千円（前年度予算額：0千円）

　　　　　　
	要求内容


	１　要求の内容


　ソフトピアジャパンセンターは竣工より１６年経過しており、経年劣化等に伴う設備の更新及び修繕が必要となっている。

○ソフトピアジャパンセンターのセンタービル及びドリーム・コアの施設修繕については、ソフトピアジャパンセンター指定管理者と締結している管理運営協定により費用負担区分を規定している。
（1） センタービル、ドリーム・コア部分

・１件につき６０万円未満の修繕案件

　　ソフトピアジャパンセンター指定管理者の負担

・１件につき６０万円以上の修繕案件

　　岐阜県の負担

ソフトピアジャパンセンター空調自動制御装置は、中央監視装置に接続した空調制御の基本装置であり、センタービル空調の中心となる設備である。

設置後１６年を経過し不具合も頻発しているが、既に代替部品の供給が終了しているものもある。

センタービル入居企業の多くはＩＴ関連企業で、中には膨大なデータ管理を行うサーバ機を設置している会社もあり、そのコンピュータ管理にも空調（特に冷房）は大きな役割を果たしている。ビル空調設備の故障によって、入居企業設置機器の故障やそれに付随する営業停止等損害賠償というリスクを負うことにもなるため、早期の更新が必要である。
	２　所要経費


　チャンネルコントロールユニット１式更新　　　　   ４３，８３３ 千円

　リモートコントロールユニット１式更新　　　　　   ２９，７０４ 千円

 　空調自動制御装置にはリモートコントロールユニットが８式配置されており、既設のリモートコントロールユニット１式を更新して予備品とすることにより、未更新の７式のどのユニットが故障しても設備の保全が高まる。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	73,537
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	55,100
	18,437

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ソフトピアジャパンセンタービルにおいては、空調機器を中央監視装置に接続して一括集中管理により運用を行っている。法令遵守、安全確保は当然であるが、膨大なデータ管理を行うサーバ機を設置する等のＩＴ関連企業が集積する施設においては、空調（冷房）設備は、入居者が事業を行う際に障害がおきてはならないものである。

　よって設置から１５年以上経過している空調自動制御装置の必要な更新を行い、来館者や入居者に安定した空調設備を提供できる体制を整備する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ソフトピアジャパン
施設入居率
	62.7%  

（H17 ）
	（H  ）
	（H  ）
	72.9% 
（H23 ）
	75.0%  
（H25 ）
	97.2％


	ソフトピアジャパン
貸出施設稼働率
	　17.1%
（H17）
	（H　）
	（H　）
	44.3%
（H23）
	45.0% 
（H25）
	98.4％
  


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	情報機器を設置するＩＴ関連企業の集積ビルにおいて空調（冷房）設備は２４時間運転を継続させなければならない必須の設備である。空調自動制御装置の全てを束ねる基幹部分については、部品供給が終了しており、故障の程度によっては入居企業設置機器の破損及び業務の停止となりかねないため基幹部分およびそれに付随する機器更新の必要性は極めて高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
システムの部分修繕を行う場合、システム全体の長期運用を考える必要があり、老朽機器・稼動率の高い機器を随時把握しながら運用を行い、空調の方式についても新しい方式を取り入れるかどうかの検討、導入する際にはその時期についても検討する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　空調自動制御装置のほか、空調設備として冷温水発生機、冷温水ポンプ、ターミナル空調機等の更新が必要となるが、部分的な個別空調の導入も検討することにより、空調自動制御装置の規模を縮小し、リモートコントロールユニットの再利用等を行うことにより、既存の空調自動制御装置の運用を長期化できるよう実行する。


